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ＤGOD-57 デジタル化 2019.9.12 

巻頭言  

 DATA ACCESS MAP: あなたのフィードバックをお願いします 

この新しい DATA ACCESS MAPで貴方のフィードバックを皆でシェアし、 DATA ACCESS MAPを他の人

にとってアクセスしやすく、正確(CORRECT)で、明確(CLEAR)で便利なツールにすることを助けてくだ

さい。 

過去 2 か月間、新しいデータアクセスマップを作るために、データアクセスへのさまざまなアプロー

チの仕方や、お気に入りの記事とリソースを収集してきました。そして私たちはこれだけでは充分

ではないことを知りました。 

そこで他の人々がこの DATA ACCESS MAPをどのように考え、どのように改善できるかを知りたいと

思っています。 

OPEN DATA INSTITUTEはデータの調査、マッピング、記述のために、複雑なプロセスのデータアクセ

スをする人々と組織を支援することを目標としています。 

 

自治体 

1）OG 

5.パリは、自治体の改革-デジタルインフラを助けることが出来るか（デジタルガバンメ 

ント、フランス） 

2）OD 

2.オープンな地理空間データを使用して差別化を図る地方自治体（オープンデータ、英国） 

4.データを活用した都市を構築するジョホールの計画（オープンデータ、マレーシア） 

3）セキュリテイ 

1. ニューヨーク市のリアルタイムサイバー防御プラットフォーム（セキュリテイ、米国） 

3.ランサムウェアが自治体を苦しめるとき、ホワイトハッカーが支援するために此処に 

いる（セキュリテイ、米国） 

 

州（県） 

1）OG 

2)OＤ 

4.Cluster Maps プロジェクトは、インデアナ州の各機関の関係ネットを視覚化した（デジタルデータ、

米国） 

3）セキュリテイ 

1.オハイオ州の顔認識データベースの多目的の利用（セキュリテイ、米国） 

2.なぜ学校システムなのか？公立学校におけるランサムウェアの台頭（セキュリテイ、米国） 

3.カリフォルニア州は警察のボディカメラで顔の認識をすることを禁止する可能性がある（セキュリテ

イ、米国） 

5.新規自動指紋識別システムの高値ショックをカンサス州議会 IT 委員会に諮問（セキュリテイ、米国） 

https://theodi.org/project/the-data-access-map/
https://theodi.org/article/data-access-map-we-want-your-feedback/?mc_cid=81e8b4b47d&mc_eid=88a5c1b1a5
https://theodi.org/project/the-data-access-map/
https://theodi.org/project/the-data-access-map/
https://theodi.org/project/the-data-access-map/
https://theodi.org/
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国 

1）OG 

2.インドの最もスマートな都市が廃棄物をどのように処理しようとしているか（スマートシテイ、イン

ド） 

5.どのようにボーナスや給与パッケージ（株とか福祉）がイノベーションを妨げているか（イノベーシ

ョン、英国） 

6.政府機関は例えよく知らなくても AI を導入している（AI、米国） 

7.あなたは AI の約束に信じますか（AI、米国） 

8.エストニアの最高データ責任者が AI を活用した政府を計画（AI、エストニア） 

9.AI がジョブとスキルを変える（AI、シンガポール） 

10.2019 年の公共部門のイノベーション受賞者を発表（イノベーション、米国） 

2）OD 

3）セキュリテイ 

1.すべてのテロリズムに対応出来るように更新された英国の脅威レベルシステム（セ 

キュリテイ、英国） 

3.キャピタルワンデータ銀行の情報漏えいで 600 万人のカナダ人が影響を受けた（セキュリテイ、

カナダ） 

4.ロシア政府は欧州を攻撃する国内のハッカーに目をつぶっている（セキュリテイ、ロシア） 

 

世界 

1）OG 

1. ICT PROPOSERS' DAY 2019 での EUROPEAN OPEN SCIENCE CLOUD（デジタルサイエンス、EU） 

2.IBM と CHAINYARD 社がブロックチェーンベースの「信頼できるサプライヤ」ネットワークを発表

（セキュリテイ、世界） 

3.IOT を使ったスマートシテイで都市は小さくなる（スマートシテイ、世界） 

4.世界銀行がデータで災害を予測する計画（オープンデータ、世界） 

5.オープンガバンメントのためのツールキットとケースナビゲーターを探る 5 つの方法（オープンガ

バンメント、世界） 

2)OD 

3）セキュリテイ 

2.IBM と CHAINYARD 社がブロックチェーンベースの「信頼できるサプライヤ」ネットワークを発表

（セキュリテイ、世界） 

4.世界銀行がデータで災害を予測する計画（オープンデータ、世界） 

 

 

自治体（8 月） 

1. ニューヨーク市のリアルタイムサイバー防御プラットフォーム（セキュリテイ、米国） 

https://gcn.com/ARTICLES/2019/08/01/NYC-CLOUD-CYBER-PIPELINE.ASPX?S=GCNTECH_020819
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STEPHANIE KANOWITZ、GCN、AUG 01, 2019 

ニューヨーク市長のサイバー司令部はセキュリティログ集約プラットフォームとして機能するオープ

ンソースのクラウドベースのデータパイプラインを構築した。アナリストは、都市のネットワークとシ

ステムに対する脅威を迅速に検出して軽減するために使用できる。それはクラウドファースト戦略

に従って、GOOGLE CLOUD PLATFORM（GCP）および CLOUD PUB / SUBなどの GOOGLE製品とパイプ

ラインを構築したシステムである。 

 

2.オープンな地理空間データを使用して差別化を図る地方自治体（オープンデータ、英国） 

 OPEN DATA INSTITUTE 

私たちの地理空間データの研究開発プロジェクトに、公共部門の参加を求め、自治体がオープン

地理空間データを収集、公開して使用する方法を開発している。特に、英国の地理空間データイ

ンフラストラクチャ全体からのデータを利用したプロジェクトの利用を行っている。そして 4 つの地

方自治体組織が、英国のオープンな地理空間データを使用するプロジェクトをサポートするための

資金を授与された。 

 

3.ランサムウェアが自治体を苦しめるとき、ホワイトハッカーが支援するために此処に 

いる（セキュリテイ、米国） 

 GRANT MCCRACKEN、ＧＣＮ、AUG 16, 2019 

ますます多くの自治体がランサムウェアの標的になるにつれて、そのような攻撃の概念とコストが

一般市民にも常識になりつつある。そして、これらの攻撃は一般的になりつつあり、・わりが見えな

い。彼らは比較的簡単に実行でる。 過去 3か月だけで、フロリダ州の LAKE CITY や RIVIERA BEACH 

など、自治体に対する攻撃があった。しかも、公表されていない他のランサムウェア攻撃がある可

能性がある。ランサムウェアは、政府機関の古いインフラストラクチャと古いソフトウェアへの依存

と、比較的遅いペースでの職場の情報技術の導入とトレーニングを悪用している。最近、業界団

体から自治体が標準的な脆弱性開示ポリシーを採用して、これらの重要なプログラムを最適に実

装および管理する方法に関する明確なガイドラインを提供するよう求められている。ホワイトハット

ハッカー（善玉ハッカー） 

 

4.データを活用した都市を構築するジョホールの計画（オープンデータ、マレーシア） 

 NG YI MING、GOVINSIDER、15 JUL 2019 

マレーシア大陸の南端、ジョホール州に大規模な新しい都市が静かに建設されている。州都ジョ

ホールバルを中心とするイスカンダルマレーシアは、すでに近隣のシンガポールの 6 倍の規模で

あり、他にも、住宅、工業、農業地帯などが含まれる。政府は、地域の将来の発展を計画するため

にデータを使用したいと考えている。住宅需要を予測し、水の安全性を改善し、公共交通機関を計

画する方法を検討しており、データの使用を管理する中央ユニットを設置している。それは情報共

有-私たちが他の省庁と協力し、データを収集し、分析し、その結果を関連機関と共有するデータ

であるとイスカンダル地域開発局（IRDA）計画・コンプライアンス責任者は言っている。 

 

https://theodi.org/PROJECT/LOCAL-GOVERNMENTS-USING-OPEN-GEOSPATIAL-DATA-TO-MAKE-A-DIFFERENCE/
https://theodi.org/project/rd-unlocking-the-potential-of-open-geospatial-data-and-technology-in-the-uk/
https://theodi.org/article/geospatial-data-infrastructure-report/
https://theodi.org/article/geospatial-data-infrastructure-report/
https://theodi.org/article/the-projects-were-funding-to-explore-open-geospatial-data-in-local-government/
https://theodi.org/article/the-projects-were-funding-to-explore-open-geospatial-data-in-local-government/
https://theodi.org/article/the-projects-were-funding-to-explore-open-geospatial-data-in-local-government/
https://theodi.org/article/the-projects-were-funding-to-explore-open-geospatial-data-in-local-government/
https://gcn.com/ARTICLES/2019/08/16/CROWDSOURCED-SECURITY.ASPX?S=GCNTECH_200819
https://gcn.com/ARTICLES/2019/08/16/CROWDSOURCED-SECURITY.ASPX?S=GCNTECH_200819
https://gcn.com/articles/2019/03/08/standard-vulnerability-disclosure-policies.aspx
https://kotobank.jp/word/%E3%83%9B%E3%83%AF%E3%82%A4%E3%83%88%E3%83%8F%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%8F%E3%83%83%E3%82%AB%E3%83%BC-673669
https://kotobank.jp/word/%E3%83%9B%E3%83%AF%E3%82%A4%E3%83%88%E3%83%8F%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%8F%E3%83%83%E3%82%AB%E3%83%BC-673669
https://govinsider.asia/DIGITAL-GOV/MAIMUNAH-JAFFAR-ISKANDAR-MALAYSIA-PREDICTING-URBAN-DEMAND-WITH-DATA/
https://govinsider.asia/author/ng-yi-ming/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A7%E3%83%9B%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%83%90%E3%83%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A7%E3%83%9B%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%83%90%E3%83%AB
http://iskandarmalaysia.com.my/
https://www.irda.com.my/
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5.パリは、自治体の改革-デジタルインフラを助けることが出来るか（デジタルガバンメ 

ント、フランス） 

TODD ASHER、GOVTECH、AUGUST 29, 2019 

私たちが住んでいるデジタル時代の中心にあるのは、共有がこれまで以上に簡単になる、ますま

す接続された世界である。 

オープンソース API からクラウドサービスまで、新しい情報技術はビジネスリーダーに労働力を強

化させ、は与え、他社とのコラボレーションを促進し、全体的な生産性を向上させた。 

では、なぜ同じ情報技術が世界中の自治体のインフラストラクチの生産性を向上させなかったの

か？パリ市は自治体のデジタルリーダーとして急速に浮上している。同市は世界中の他の自治体

にオープンソースプラットフォームである LUTECE の採用を呼びかけ、自治体の開発者コミュニティ

を構築することを期待している。 

 

州政府（県）(8 月) 

1.オハイオ州の顔認識データベースの多目的の利用（セキュリテイ、米国） 

JEREMY PELZER、GOVTECH、 AUGUST 2, 2019 

オハイオ州の顔認識データベースは 6 年以上使用されており、法執行官は何百万ものオハイオ

州の運転免許証の写真やその他の写真を検索して容疑者を特定することができる。オハイオ州

の顔認識プログラムでの BMV 写真の使用は長年知られているが、ワシントンポストが、オハイオ

州を含む多くの州が FBI やその他の連邦政府機関に運転免許証の写真へのアクセスを提供して

いると報告した後、先月再びシステムが精査された。  

 

2.なぜ学校システムなのか？公立学校におけるランサムウェアの台頭（セキュリテイ、米国） 

 LUCAS ROPEK、govtech、AUGUST 12, 2019 

ランサムウェアは、全国の学校を対象にしてる。7 月だけでも、サイバー攻撃はニューメキシコ、ネバ

ダ、ルイジアナ、オクラホマ、アラバマ、コネチカット、ニューヨークのシステムに影響を及ぼした。これ

らのサイバー攻撃は一年中発生しており、ハッカーが開いたドアや窓を見つけることができる場所で

あればどこでも、サイバー攻撃され、減少の兆候は見られない。最近の傾向は、全国の政府に対す

るランサムウェア攻撃の大きな増加である。5 月に公開されたレポートは、州および地方政府に対す

る記録的な多数の攻撃を示している— 2013 年以降約 170 件の攻撃があり、そのうち 22 件は今年だ

けで発生しました。 

 

3.カリフォルニア州は警察のボディカメラで顔の認識をすることを禁止する可能性がある（セキュリテ

イ、米国） 

 LUCAS ROPEK、govtech、AUGUST 13, 2019 

カリフォルニア州での新しい法案は、警察が顔認識ソフトウェアまたは他の生体監視システムを自分

のボディカメラに装備することを禁止する法案である。「ボディカメラの説明責任法」として知られる議

https://www.govtech.com/OPINION/CAN-PARIS-HELP-CITIES-REVAMP-THEIR-DIGITAL-INFRASTRUCTURE-CONTRIBUTED.HTML?UTM_TERM=CAN%20PARIS%20HELP%20CITIES%20REVAMP%20THEIR%20DIGITAL%20INFRASTRUCTURE%20%28CONTRIBUTED%29&UTM_CAMPAIGN=CAN%20PARIS%20HELP%20CITIES%20REVAMP%20THEIR%20DIGITAL%20INFRASTRUCTURE&UTM_CONTENT=EMAIL&UTM_SOURCE=ACT-ON+SOFTWARE&UTM_MEDIUM=EMAIL
https://www.govtech.com/OPINION/CAN-PARIS-HELP-CITIES-REVAMP-THEIR-DIGITAL-INFRASTRUCTURE-CONTRIBUTED.HTML?UTM_TERM=CAN%20PARIS%20HELP%20CITIES%20REVAMP%20THEIR%20DIGITAL%20INFRASTRUCTURE%20%28CONTRIBUTED%29&UTM_CAMPAIGN=CAN%20PARIS%20HELP%20CITIES%20REVAMP%20THEIR%20DIGITAL%20INFRASTRUCTURE&UTM_CONTENT=EMAIL&UTM_SOURCE=ACT-ON+SOFTWARE&UTM_MEDIUM=EMAIL
https://www.govtech.com/authors/Todd-Asher.html
http://dev.lutece.paris.fr/
https://www.govtech.com/PRODUCTS/SORTING-OUT-THE-DETAILS-OF-OHIOS-FACIAL-RECOGNITION-DATABASE.HTML
https://www.in.gov/bmv/
https://www.cleveland.com/open/2013/08/state_computer_system_lets_pol_1.html
https://beta.washingtonpost.com/technology/2019/07/09/facial-recognition-use-by-federal-agencies-draws-lawmakers-anger/
https://www.cleveland.com/open/2014/07/despite_reforms_ohios_facial_r.html
https://www.govtech.com/SECURITY/WHY-SCHOOL-SYSTEMS-THE-RISE-OF-RANSOMWARE-IN-PUBLIC-SCHOOLS.HTML
https://www.govtech.com/authors/Lucas-Ropek.html
https://www.lcsun-news.com/story/news/education/2019/07/31/ransomware-takes-down-new-mexico-school-district-email-system/1879318001/
https://www.rgj.com/story/news/2019/07/15/lyon-county-school-district-hacked-latest-local-agency-cyber-attack-cyberattack-baltimore-ransomware/1740490001/
https://www.rgj.com/story/news/2019/07/15/lyon-county-school-district-hacked-latest-local-agency-cyber-attack-cyberattack-baltimore-ransomware/1740490001/
https://www.govtech.com/security/Louisiana-Declares-State-Emergency-After-Malware-Attack-on-Multiple-School-Systems.html
https://www.al.com/news/2019/07/alabama-school-system-forced-to-move-start-date-again-due-to-malware-attack.html
https://www.nhregister.com/news/article/New-Haven-Public-Schools-hit-by-ransomware-attack-14119810.php
https://www.nhregister.com/news/article/New-Haven-Public-Schools-hit-by-ransomware-attack-14119810.php
https://edition.cnn.com/2019/05/10/politics/ransomware-attacks-us-cities/index.html
https://www.govtech.com/products/California-Could-Ban-Facial-Recognition-in-Police-Body-Cams-.html?utm_term=READ%20MORE&utm_campaign=California%20Could%20Ban%20Facial%20Recognition%20in%20Police%20Body%20Cams&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
https://www.govtech.com/products/California-Could-Ban-Facial-Recognition-in-Police-Body-Cams-.html?utm_term=READ%20MORE&utm_campaign=California%20Could%20Ban%20Facial%20Recognition%20in%20Police%20Body%20Cams&utm_content=email&utm_source=Act-On+Software&utm_medium=email
https://www.govtech.com/authors/Lucas-Ropek.html
https://leginfo.legislature.ca.gov/faces/billTextClient.xhtml?bill_id=201920200AB1215
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会法案 1215 は、警察が「警官のカメラに生体監視システムを設置、起動、または使用」することを禁

止し、この法律に違反した場合、一般の人々が警察を訴えることが出来る。この法案はまた、厳密に

はボディカメラではないが、like Callyo Callyo のように機能するデバイスも対象としている—警官が電

話を監視デバイスとして使用できるようにするアプリ。 

 

4.Cluster Maps プロジェクトは、インデアナ州の各機関の関係ネットを視覚化した（デジタルデータ、

米国） 

PATRICK GROVES、govtech、AUGUST 15, 2019 

Opioid epidemic（麻薬まん延）のような社会問題を解決するためのデータポイントのネットワークは、

州の管理パフォーマンスハブ（MPH）とインディアナ大学（IU）のパートナーシップで、インディアナ州で

作成された。この視覚化は、非営利団体、政府機関、民間企業に、それらがどのように接続されてい

るか、組織間の分離の程度を見るためのものである。Indiana Data Partnership(IDP)として正式に知

られているこの Web は、先月末に立ち上げられた。このシステムは、MPH と 3 つの IU センターによ

って社内で開発された-公共政策研究所、インディアナビジネスリサーチセンター（IBRC）、ポリスセン

ター。インディアナポリスに本拠を置く Lilly Endowment は、民間の慈善基金であり、2018 年に IDP を

立ち上げるために、ハブと大学に 250 万ドル（約 2.5 億円）の助成金を授与した。 

 

5.新規自動指紋識別システムの高値ショックをカンサス州議会 IT 委員会に諮問（セキュリテイ、米国） 

Patrick Groves、govtech、AUGUST 23, 2019  

カンザス州捜査局 CIO が今週、州議会の IT 委員会で古くなった自動指紋識別システム（AFIS）をア

ップグレードするのに 800 万ドル 

（約 8 億円）を出すか、このまま州全体の犯罪の危険を受け入れるかを同議員に聞いた。 

現在の AFIS は毎年 120,000 件の刑事司法審査を分析している。このシステムは IDEMIA 社が 2007

年から運用しているが、契約期限は 2022 年 6 月 30 日となっている。 

 

 

国政府（8 月）  

1.すべてのテロリズムに対応出来るように更新された英国の脅威レベルシステム（セ 

キュリテイ、英国） 

CONTINUITY CENTRAL、FRIDAY, 26 JULY 2019  

英国のテロの脅威レベルシステムの変更は、7 月 23 日火曜日に実施された。 

2017 年のテロ攻撃後の対テロ作戦は広範な検討を行い、現在のシステムはテロリズムのあらゆ

る形態によって引き起こされた脅威を反映している。 

不審な行動を報告する方法やテロ攻撃が発生した場合の対処方法に関する詳細情報は、ここで 

公開されている。E-ラーニングツールは、組織がスタッフにトレーニングを行うために使用できる。 

https://leginfo.legislature.ca.gov/faces/billTextClient.xhtml?bill_id=201920200AB1215
https://www.govtech.com/biz/App-Aims-to-Provide-Police-with-Cheaper-Alternative-to-Body-Cams.html
https://www.govtech.com/ANALYTICS/CLUSTER-MAPS-PROJECT-HELPS-GROUPS-IDENTIFY-ALLIES-IN-INDIANA.HTML
https://www.govtech.com/ANALYTICS/CLUSTER-MAPS-PROJECT-HELPS-GROUPS-IDENTIFY-ALLIES-IN-INDIANA.HTML
https://www.govtech.com/authors/Patrick-Groves.html
https://www.in.gov/mph/
https://www.indiana.edu/
https://www.in.gov/idp/
https://policyinstitute.iu.edu/index.html
https://ibrc.kelley.iu.edu/
https://polis.iupui.edu/
https://polis.iupui.edu/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%87%E3%82%A3%E3%82%A2%E3%83%8A%E3%83%9D%E3%83%AA%E3%82%B9
https://lillyendowment.org/
https://www.govtech.com/COMPUTING/STICKER-SHOCK-FOLLOWS-KANSAS-FINGERPRINT-SYSTEM-ASK.HTML?UTM_TERM=TO%20THE%20SYSTEM%20WOULD%20CEASE%20IN%202022&UTM_CAMPAIGN=GOVTECH%27S%20BEST%20OF%20THE%20WEEK&UTM_CONTENT=EMAIL&UTM_SOURCE=ACT-ON+SOFTWARE&UTM_MEDIUM=EMAIL
http://www.kansas.gov/kbi/
https://www.gemalto.com/govt/biometrics/afis-history
https://en.wikipedia.org/wiki/IDEMIA
https://www.continuitycentral.com/INDEX.PHP/NEWS/RESILIENCE-NEWS/4254-UK-THREAT-LEVEL-SYSTEM-UPDATED-TO-INCLUDE-ALL-FORMS-OF-TERRORISM
https://www.continuitycentral.com/INDEX.PHP/NEWS/RESILIENCE-NEWS/4254-UK-THREAT-LEVEL-SYSTEM-UPDATED-TO-INCLUDE-ALL-FORMS-OF-TERRORISM
https://act.campaign.gov.uk/
https://www.gov.uk/government/news/act-awareness-elearning
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提供するために使用できる。脅威レベルは、GOV.UK および MI5 の WEBサイトで公開されている。 

 

 

2.インドの最もスマートな都市が廃棄物をどのように処理しようとしているか（スマートシテイ、イン

ド） 

NG YI MING、GOVINSIDER、6 AUG 2019 

インドには巨大な廃棄物の問題がある。2030 年までに、インドはその廃棄物を投棄するためにシ

ンガポールほどの大きさの土地を必要とすると推定されている。そして、都市人口の増加に伴い、

インドは効果的な都市廃棄物管理戦略を作る時間との競争に直面している。 

インドで 13 番目に人口の多い Nagpur は、すでに当初の計画容量を超えた Bhandewadi 埋立地

のみに依存している。Nagpur Smart＆Sustainable City Development Corporation の最高経営責

任者である Ramnath Sonawane は「廃棄物の収集から廃棄までの固形廃棄物管理をする」先駆

的なスマート廃棄物管理システムを開発していると言っている。 

 

3.キャピタルワンデータ銀行の情報漏えいで 600 万人のカナダ人が影響を受けた（セキュリテイ、

カナダ） 

ALEX COOP、ITWORLDCANADA、JULY 29TH, 2019  

キャピタル・ワン銀行は月曜日、600 万人ものカナダのキャピタル・ワンのクレジット申請の個人情

報にアクセスしたハッカーが FBI に逮捕されたと述べた。この PAIGE A. THOMPSON は、シアトルの

米国地方裁判所でコンピューター詐欺と虐待のの容疑で起訴されていた。彼はまた、不適切な出

廷をしたために木曜日の拘禁審理まで拘留されていた。 

 

 

4.ロシア政府は欧州を攻撃する国内のハッカーに目をつぶっている（セキュリテイ、ロシア） 

HOWARD SOLOMON、ITWORLDCANADA、AUGUST 8TH, 2019 

洗練された中国と北朝鮮に本拠を置く犯罪グループが西欧の政府と企業を標的にしているという

主張は新しいものではない。 しかし、今日のレポートによると、主要な攻撃者はロシアから来てい

ると言う。ニューヨークに本拠を置く INTSIGHTS CYBER INTELLIGENCEのレポートは「このような幅広い

知識、リソース、人材を誇るハッキングコミュニティは他にありません」と述べている。 

 

 

5.どのようにボーナスや給与パッケージ（株とか福祉）がイノベーションを妨げているか（イノベーシ

ョン、英国） 

NESTA、 7 AUGUST 2019 

イノベーションは成長と繁栄の主な原動力であるが、最も大きな効果は上司の革新的な文化に対

する阻害の克服をもたらすことである。NESTA が FTSE 350 の役員の給与とボーナスを分析して、

彼らの動機がほとんど短期的な財務パフォーマンスに向かっていて、イノベーションに関心のない

こ と を 発 見 し た 。 

https://www.gov.uk/terrorism-national-emergency
https://www.mi5.gov.uk/threat-levels
https://govinsider.asia/DIGITAL-GOV/HOW-INDIA-SMARTEST-CITY-NAGPUR-IS-TACKLING-WASTE/
https://govinsider.asia/DIGITAL-GOV/HOW-INDIA-SMARTEST-CITY-NAGPUR-IS-TACKLING-WASTE/
https://govinsider.asia/author/ng-yi-ming/
https://www.mapsofindia.com/nagpur/
http://www.onefivenine.com/india/villages/Nagpur/Nagpur/Bharatwada
http://nsscdcl.org/
https://www.itworldcanada.com/ARTICLE/SIX-MILLION-CANADIANS-IMPACTED-BY-CAPITAL-ONE-DATA-BREACH/420465
https://www.itworldcanada.com/ARTICLE/SIX-MILLION-CANADIANS-IMPACTED-BY-CAPITAL-ONE-DATA-BREACH/420465
https://www.capitalone.ca/facts2019/
https://www.capitalone.ca/facts2019/
https://www.itworldcanada.com/ARTICLE/RUSSIA-TURNS-A-BLIND-EYE-TO-ITS-HACKERS-GOING-AFTER-WESTERN-ORGANIZATIONS-REPORT/420726
https://www.itworldcanada.com/author/howardsolomon
https://www.itworldcanada.com/article/rsa-conference-2019-russia-china-still-pose-threats-says-fbi-chief/415674
https://intsights.com/resources/how-new-internet-laws-and-nationalism-fuel-russian-cybercrime
https://www.nesta.org.uk/REPORT/INVISIBLE-DRAG-CORPORATE-INCENTIVES/?UTM_SOURCE=NESTA+WEEKLY+NEWSLETTER&UTM_CAMPAIGN=68BC40EABC-EMAIL_CAMPAIGN_2019_08_13_07_55&UTM_MEDIUM=EMAIL&UTM_TERM=0_D17364114D-68BC40EABC-181446577
https://www.nesta.org.uk/REPORT/INVISIBLE-DRAG-CORPORATE-INCENTIVES/?UTM_SOURCE=NESTA+WEEKLY+NEWSLETTER&UTM_CAMPAIGN=68BC40EABC-EMAIL_CAMPAIGN_2019_08_13_07_55&UTM_MEDIUM=EMAIL&UTM_TERM=0_D17364114D-68BC40EABC-181446577
https://www.nesta.org.uk/
http://m-words.jp/w/FTSE350.html
https://www.nesta.org.uk/report/invisible-drag-corporate-incentives/?utm_source=Nesta+Weekly+Newsletter&utm_campaign=68bc40eabc-EMAIL_CAMPAIGN_2019_08_13_07_55&utm_medium=email&utm_term=0_d17364114d-68bc40eabc-181446577
https://www.nesta.org.uk/report/invisible-drag-corporate-incentives/?utm_source=Nesta+Weekly+Newsletter&utm_campaign=68bc40eabc-EMAIL_CAMPAIGN_2019_08_13_07_55&utm_medium=email&utm_term=0_d17364114d-68bc40eabc-181446577
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6.政府機関は例えよく知らなくても AI を導入している（AI、米国） 

ROB STEIN、gcn、AUG 09, 2019 

政府機関のあらゆる階層で仕事を、よりスマートに、より効率的に成功するのを助ける AI の可能

性が数十年ではないにしても、ここ数年で非常に高まっている。可能性のアプリケーションから実

際のアプリケーションへの移行は、面倒なプロセスになる可能性はあるであろうが、2019 年は政

府機関の AI にとって重要な年になることが強く示されている。この 2月、ホワイトハウスは、AI ワ

ークフォースを構築して、技術的なブレークスルーと経済的競争力を強化する AI の技術標準の開

発を促進することを目的としたアメリカ AI イニシアチブを開始する大統領指令（EO）を発行した。そ

して連邦政府 AI イニシアチブのウェブサイト AI.GOVを立ち上げた。 

 

7.あなたは AI の約束に信じますか（AI、米国） 

 ANNA FRAZZETTO、CIO、AUG 8, 2019  

ビジネス業界は AI に強く焦点を当ており、導入する体制が十分出来ている。 

最近の PWC の 1,000 人の企業幹部の調査では、回答者の 20％は、「会社は 2019 年に AI を会

社全体で実装する計画を立てている」と答えている。これは企業の 5 社に 1 社が AI イニシアチブ

を計画していることになる。そして、2019 年の HARVEY NASH / KPMG CIO 調査によると、企業の

AI /自動化の使用は、優先事項として 17％増加している。AI と自動化の前進は、2 つの強力な刺

激-恐怖と野心-によって世界中で推進され、成長している。 

 

8.エストニアの最高データ責任者が AI を活用した政府を計画（AI、エストニア） 

NURFILZAH ROHAIDI、GOVINSIDER、25 JUL 2019 

エストニアにアイデアがあるとき、世界は注意を払う。SKYPEから先駆的な E-RESIDENCYプログラム

まで、この小さな国の影響力をはるかに超えている。特に、それがデジタルガバンメントに関すると

き。しかし、エストニアは常に最新の技術を維持しなければならないが、同国の IT インフラは古く

なっており、そのデータは見直しが必要である。 

「データガバナンス、データ品質に、ほとんどの人が本当に注意を払っていないということです。」と

CDOの OTT VELSBERGは言っている。彼はエストニアで最初の CDOに任命された。 

 

 

9.AI がジョブとスキルを変える（AI、シンガポール） 

 GOVINSIDER、17 AUG 2018 

スキルアップは、世界中の政府にとって重要な課題 である。しかし、それは実際に働く市民にとっ

て何を意味するのか？ 

ARYANI SUHARDIは、スキルアップ成功者である。保険プロバイダーのプルデンシャルシンガポール

でコンサルタントとして 12 年間働いた後、彼女は同社初のチャットボットトレーナーになった。彼女

は、金融コンサルタントとの長年の経験を使用して、一般的な顧客の質問に答えることができる人

https://gcn.com/ARTICLES/2019/08/09/AI-ADOPTION.ASPX?S=GCNTECH_150819
https://www.whitehouse.gov/articles/accelerating-americas-leadership-in-artificial-intelligence/
https://www.whitehouse.gov/ai/
https://www.cio.com/ARTICLE/3430782/ARE-YOU-BLINDED-BY-THE-PROMISE-OF-AI.HTML?UTM_SOURCE=ADESTRA&UTM_MEDIUM=EMAIL&UTM_CONTENT=READ%20MORE%3A%20ARE%20YOU%20BLINDED%20BY%20THE%20PROMISE%20OF%20AI%3F%20&UTM_CAMPAIGN=IDG%20AI%2FMACHINE%20LEARNING&UTM_TERM=EDITORIAL%20-%20IDG%20AI%2FMACHINE%20LEARNING&UTM_DATE=20190901084500
https://www.cio.com/author/Anna-Frazzetto/
https://www.pwc.com/us/en/services/consulting/library/artificial-intelligence-predictions-2019
https://www.harveynashusa.com/wp-content/uploads/2018/05/US-Harvey-Nash-KPMG-CIO-Survey-2019.pdf
https://govinsider.asia/INNOVATION/OTT-VELSBERG-ESTONIA-CHIEF-DATA-OFFICER-AI-POWERED-GOVERNMENT/
https://govinsider.asia/author/filzah/
https://ja.wikipedia.org/wiki/Skype
https://medium.com/e-residency-blog/%E3%82%A8%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%8B%E3%82%A2%E3%81%AEe-residency%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6-%E3%82%A8%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%8B%E3%82%A2%E5%85%B1%E5%92%8C%E5%9B%BDe-residency%E3%83%97%E3%83%AD%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%A0%E5%BA%83%E5%A0%B1%E8%B2%AC%E4%BB%BB%E8%80%85%E3%82%A2%E3%83%AB%E3%83%8E%E3%83%BC-%E3%82%AB%E3%82%B9%E3%83%86%E3%82%B0%E3%83%8D%E3%81%B8%E3%81%AE%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%93%E3%83%A5%E3%83%BC-c6f4bbc21465
https://www.ibm.com/jp-ja/analytics/data-governance
https://govinsider.asia/INCLUSIVE-GOV/HOW-AI-IS-CHANGING-JOBS-AND-SKILLS-PRUDENTIAL-SINGAPORE/
https://govinsider.asia/author/govinsider/
https://www.prudential.com.sg/
https://www.prudential.com.sg/
https://ferret-plus.com/8998
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工知能を開発している。同社は 2017 年に IBM WATSONを搭載したチャットボットを立ち上げ、金融

コンサルタントが顧客の質問に迅速に回答できるようにした。ARYANI SUHARDI は、現在、同僚にチ

ャットボットを訓練し、それを使用して業務を支援するように訓練している。そしてチャットボットのお

かげで、チーム全体がより価値の高いタスクを実行するようになった。プルデンシャルシンガポー

ルなどの企業は現在、破壊的なテクノロジーに対応するためにスタッフを再教育する必要性を認

識している。 

 

10.2019 年の公共部門のイノベーション受賞者を発表（イノベーション、米国） 

TROY K. SCHNEIDER、GCN、AUG 26, 2019 

政府が進める、途方もない範囲の IT 駆動イノベーションの信頼は殆ど得られていない。しかし、

2019 GOVERNMENT INNOVATION AWARDSの受賞者は明確になって、公共部門のあらゆるレベルで驚

くことが起こっていることが明らかになった。この受賞者の 40 の公共部門のイノベーションは AI を

活用した組織から、クラウド基盤の再改革、サイバーセキュリティワークフォース開発まですべて

が含まれている。ある場合には、イノベーション技術自体が革新的であるが、一方、他の人がすぐ

に利用できるツールとして創造的なゲームチェンジャーとなっている。そして、すべての IT とイノベ

ーションが政府を劇的に改善することを示している。詳しくはここ GOVERNMENT INNOVATION AWARDS 

WEBSITE. 

 

世界（8 月） 

1. ICT PROPOSERS' DAY 2019 での EUROPEAN OPEN SCIENCE CLOUD（デジタルサイエンス、EU） 

EUROPA、29 JULY 2019 

近年、THE EUROPEAN OPEN SCIENCE CLOUD (EOSC)が、オープン・サイエンスとデジタル・サイエンス

のデジタル変革の実現者として、ヨーロッパの研究とイノベーションの政策優先事項として浮上し

ている。 

EOSC は、170 万人のヨーロッパの研究者と 7 千万人の科学と技術の専門家に仮想環境を提供

することを目指している。この仮想環境は国境と分野を超えて研究データの保存、管理、分析、再

利用のためのオープンでシームレスなサービスを無料で提供する。THE EUROPEAN OPEN SCIENCE 

CLOUD (EOSC)の未来を共同で作成することに興味がありますか？ユーザーになりますか？サー

ビスプロバイダーになりますか？ EOSC の詳細と、この刺激的な EC イニシアチブに参加する方

法については、ICT PROPOSERS 'DAY 2019 でご覧ください。 

 

2.IBM と CHAINYARD 社がブロックチェーンベースの「信頼できるサプライヤ」ネットワークを発表

（セキュリテイ、世界） 

LUCAS MEARIAN、COMPUTERWORLD、 AUG 5, 2019 

IBM とブロックチェーンのコンサルティン CHAINYARD 社は本日、サプライヤーの検証、オンボーディ

ング、ライフサイクル情報管理を改善する新しいブロックチェーンベースのネットワークを発表した。

ANHEUSER-BUSCH INBEV、GLAXOSMITHKLINE、LENOVO、NOKIA、SCHNEIDER ELECTRIC、VODAFONE がこ

のネットワーク、TRUST YOUR SUPPLIER （TYS）ネットワークに参加した。 

https://ferret-plus.com/8998
https://ferret-plus.com/8998
https://ferret-plus.com/8998
https://ferret-plus.com/8998
https://www.prudential.com.sg/
https://www.prudential.com.sg/
https://gcn.com/ARTICLES/2019/08/26/GOVERNMENT-INNOVATION-AWARDS-2019.ASPX?S=GCNTECH_290819
https://gcn.com/forms/emailtoauthor.aspx?AuthorItem=%7b9F61C781-46D8-4112-B05C-759AD8CEEF0C%7d&ArticleItem=%7b314AD25B-5D68-488E-B959-45D2C50D51BF%7d
https://gcn.com/pages/gia_details.aspx
https://governmentinnovationawards.com/Events/2019/Home.aspx
https://governmentinnovationawards.com/Events/2019/Home.aspx
https://ec.europa.eu/DIGITAL-SINGLE-MARKET/EN/NEWS/EUROPEAN-OPEN-SCIENCE-CLOUD-ICT-PROPOSERS-DAY-2019
https://ec.europa.eu/research/openscience/index.cfm?pg=open-science-cloud
https://ec.europa.eu/research/openscience/index.cfm?pg=open-science-cloud
https://ec.europa.eu/research/openscience/index.cfm?pg=open-science-cloud
https://www.ideal-ist.eu/news/ict-proposers-day-2019-registration-now-open
https://www.computerworld.com/article/3429642/ibm-chainyard-unveil-blockchain-based-trust-your-supplier-network.html?utm_source=Adestra&utm_medium=email&utm_content=Description%3A%20IBM%2C%20Chainyard%20unveil%20blockchain-based%20%27Trust%20Your%20Supplier%27%20network&utm_campaign=Computerworld%20First%20Look&utm_term=Editorial%20-%20First%20Look&utm_date=20190831074323
https://www.computerworld.com/article/3429642/ibm-chainyard-unveil-blockchain-based-trust-your-supplier-network.html?utm_source=Adestra&utm_medium=email&utm_content=Description%3A%20IBM%2C%20Chainyard%20unveil%20blockchain-based%20%27Trust%20Your%20Supplier%27%20network&utm_campaign=Computerworld%20First%20Look&utm_term=Editorial%20-%20First%20Look&utm_date=20190831074323
https://www.computerworld.com/author/Lucas-Mearian/
https://chainyard.com/
http://e-words.jp/w/%E3%82%AA%E3%83%B3%E3%83%9C%E3%83%BC%E3%83%87%E3%82%A3%E3%83%B3%E3%82%B0.html
http://e-words.jp/w/%E3%82%AA%E3%83%B3%E3%83%9C%E3%83%BC%E3%83%87%E3%82%A3%E3%83%B3%E3%82%B0.html
https://www.prnewswire.com/news-releases/leading-tech-telecom-pharma-beverage-and-manufacturing-companies-collaborate-with-ibm-and-chainyard-to-simplify-supply-chain-management-using-a-new-blockchain-network-300895958.html
https://www.trustyoursupplier.com/
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3.IOT を使ったスマートシテイで都市は小さくなる（スマートシテイ、世界） 

 MARC CRAM、GCN、AUG 01, 2019 

国連社会経済部の報告によると、世界人口の 55％は都市部に住んでおり、2050 年までには

68％増加すると見込まれている。さらに、国連は、農村地域から都市地域への移行が、全体的な

人口増加と相まって、2050 年までに都市に住む人口をさらに、25 億人を追加すると予測している。

この傾向は、2030 年までに 1,000 万人以上の人口を持つ 43 のメガシティをつくる可能性がある。

この都市化で都市住民の健康と安全を守ることが重要になる。２０１８年の国連局（UN DESA）の

人口部の予想では今後増加は少数の国に集中する。インド、中国、ナイジェリアを合わせると、

2018 年から 2050 年までの世界の都市人口の予測成長率の 35％を占めることになる。世界の都

市人口は、1950 年の 7 億 5100 万人から 2018 年には 42 億人に急速に増加した。アジアは、都

市化のレベルが比較的低いにもかかわらず、世界の都市人口の 54％を抱えている。現在、最も

都市化された地域には、北アメリカ（2018 年に人口の 82％が都市部に住んでいる）、ラテンアメリ

カおよびカリブ海（81％）、ヨーロッパ（74％）、オセアニア（68％）となっている。アジアの都市化の

レベルは現在約 50％である。対照的に、アフリカの大部分は農村部であり、都市部には 43％が

住んでいる。この社会問題の解決に IOT を使ったスマートシテイが考えられている。 

 

4.世界銀行がデータで災害を予測する計画（オープンデータ、世界） 

 MARK JOHNSTON、GOVINSIDER、16 AUG 2019 

2018 年には、国際災害データベース（EM-DAT）に記録された自然災害は 281 件あった。 

これらの災害で世界中で 10,733 人が死亡し、6100 万人の人々に影響を与えていると推定されて

いる。昨年、特にインドネシアの地震活動が増加した。洪水と火山活動の増加を含む、日本とイン

ドの一連の災害を加えると、過去 18 年間より多くの死をもたらした。 

 

5.オープンガバンメントのためのツールキットとケースナビゲーターを探る 5 つの方法（オープンガ

バンメント、世界） 

KARINE BADR 、OPENGOVPARTNERSHIP、19TH AUGUST 2019 

世界中の改革者は世界中のさまざまな課題に直面してる。 そして、1 つとして同じ課題はない。

OECD のオープンガバンメント推進担当者は成功した事例と実現したツールはどこで見つけられる

かとよく聞かれる。2017 年のオープンガバンメント評議会の OECD 勧告の採択により、それを見

つけられるようになった。OECD が開発した OECD DIGITAL GOVERNMENT TOOLKITは改革者の指針、

ツールキット、実施方法、ハンドブック、事例の膨大な量のフィルターとして使用できるワンストップ

ショップになっている。そのために、OECD の公共部門イノベーション観測機構（OPSI）と OGP サ

ポートユニットとチームを組むことにした。 

 

 

https://gcn.com/ARTICLES/2019/08/01/IOT-EDGE-NETWORKS.ASPX?S=GCNTECH_160819
https://www.un.org/development/desa/en/news/population/2018-revision-of-world-urbanization-prospects.html
https://govinsider.asia/CONNECTED-GOV/WORLD-BANK-DATA-DRIVEN-VIVIEN-DEPARDAY-DISASTER-RISK-MANAGEMENT-SPECIALIST/
https://govinsider.asia/author/mark-johnston/
https://www.emdat.be/
https://www.opengovpartnership.org/STORIES/FIVE-WAYS-TO-EXPLORE-THE-TOOLKIT-AND-CASE-NAVIGATOR-FOR-OPEN-GOVERNMENT/
https://www.opengovpartnership.org/STORIES/FIVE-WAYS-TO-EXPLORE-THE-TOOLKIT-AND-CASE-NAVIGATOR-FOR-OPEN-GOVERNMENT/
https://www.opengovpartnership.org/people/karine-badr/
https://legalinstruments.oecd.org/en/instruments/OECD-LEGAL-0438
https://www.oecd.org/governance/digital-government/toolkit/
https://oecd-opsi.org/
https://www.opengovpartnership.org/people/ogp-support-unit/
https://www.opengovpartnership.org/people/ogp-support-unit/

